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ＩＣＴ活用工事（土工）実施要領 

 

第１条 ＩＣＴ活用工事（土工） 

１－１ 概要 

ＩＣＴ活用工事とは、施工プロセスの段階において、ＩＣＴ施工技術を活用する工事である。 

ＩＣＴ活用工事（土工）の種類は、ＩＣＴ土工、ＩＣＴ土工（1,000m3未満）、ＩＣＴ小規模土工がある。 

（１）ＩＣＴ土工 

・１箇所当りの施工規模が1,000m3以上となる土工に適用する。 

・以下に示す①～⑤の全ての段階でＩＣＴ施工技術を活用することを「ＩＣＴ施工」という。 

（２）ＩＣＴ土工（1,000m3未満） 

 ・１箇所当りの施工規模が1,000m3未満となる土工に適用する。 

 ・以下に示す①（選択）～⑤の全ての段階でＩＣＴ施工技術を活用することを「ＩＣＴ施工」という。 

（３）ＩＣＴ小規模土工 

 ・１箇所当りの施工土量が100m3程度までの掘削、積込み及びそれらに伴う運搬作業に適用する。 

 ・１箇所当りの施工土量が100m3程度まで、又は平均施工幅２ｍ未満の床掘り及びそれに伴う埋戻し、舗

装版破砕積込（舗装厚５cm以内）、運搬作業。また、適用土質は、土砂（砂質土及び砂、粘性土、レキ

質土）とする。なお、「１箇所当り」とは目的物（構造物・掘削等）１箇所当りのことであり、目的物

が連続している場合は、連続している区間を１箇所とする。 

・以下に示す①（選択）②③⑤の全ての段階でＩＣＴ施工技術を活用することを「ＩＣＴ施工」とい

う。 

また、①～⑤の一部の段階でＩＣＴ施工技術を活用することを「部分的ＩＣＴ施工」という。 

 

プロセス ＩＣＴ土工 ＩＣＴ土工（1,000m3未満） ＩＣＴ小規模土工 

①  ３次元起工測量 従来手法（選択） 従来手法（選択） 

②  ３次元設計データ作成 ３次元設計データ作成 ３次元設計データ作成 

③  ＩＣＴ建設機械による施工 ＩＣＴ建設機械による施工 ＩＣＴ建設機械による施工 

④  ３次元出来形管理等の施工管理 ３次元出来形管理等の施工管理 該当なし 

⑤  ３次元データの納品 ３次元データの納品 ３次元データの納品 

  

１－２ ＩＣＴ施工技術の具体的内容 

ＩＣＴ施工技術の具体的な内容については、次の①～⑤及び、別表１によるものとする。 

関係する基準類は別表２を参照とするものとする。 

① ３次元起工測量・起工測量（選択） 

起工測量において、３次元測量データを取得するため、下記１）～８）から選択（複数以上可）して測

量を行うものとする。 
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起工測量にあたっては、標準的に面計測を実施するものとするが、前工事での３次元納品データが活用

できる場合等においては、管理断面及び変化点の計測による測量が選択できるものとし、ＩＣＴ活用とす

る。 

なお、ＩＣＴ土工（1,000m3未満）及びＩＣＴ小規模土工においては、従来手法による起工測量を原則

とするが、下記１）～８）から選択（複数以上可）して起工測量を実施してもよい。 

１）空中写真測量（無人航空機）を用いた起工測量 

２）地上型レーザースキャナーを用いた起工測量 

３）ＴＳ等光波方式を用いた起工測量 

４）ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた起工測量 

５）ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた起工測量 

６）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量 

７）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量 

８）その他の３次元計測技術を用いた起工測量 

 

② ３次元設計データ作成 

１－２①で計測した測量データと、発注者が貸与する発注図データを用いて、３次元出来形管理を行う

ための３次元設計データを作成する。 

 

③ ＩＣＴ建設機械による施工 

１－２②で作成した３次元設計データを用い、別表１により施工を実施する。 

ただし、施工現場の環境条件により、③ＩＣＴ建設機械による施工が困難となる場合は、従来型建設機

械による施工を実施してもＩＣＴ活用工事とする。 

 

④ ３次元出来形管理等の施工管理 

１－２③による工事の施工管理において、下記に示す方法により出来形管理及び品質管理を実施する。 

＜出来形管理＞ 

（１）ＩＣＴ土工 

下記２）～13）から選択（複数以上可）して、出来形管理を行うものとする。 

出来形管理にあたっては、標準的に面管理を実施するものとするが、施工現場の環境条件によ

り面的な計測のほか、管理断面及び変化点の計測による出来形管理を選択してもＩＣＴ活用工事

とする。 

（２）ＩＣＴ土工（1,000m3未満） 

下記１）～13）から選択（複数以上可）して、出来形管理を行うものとする。 

出来形管理にあたっては、標準的に断面管理を実施するものとするが、施工現場の環境条件に

より面的な計測による出来形管理を選択してもＩＣＴ活用工事とする。 

（３）ＩＣＴ小規模土工 

 基本的に作業土工であるため該当なし。 
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１）モバイル端末を用いた出来形管理 

２）空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理 

３）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

４）ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理 

５）ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理 

６）ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理 

７）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

８）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

９）施工履歴データを用いた出来形管理（土工） 

10）施工履歴データを用いた出来形管理（河床掘削） 

11）施工履歴データを用いた出来形管理（地盤改良工） 

12）地上写真測量を用いた出来形管理（土工編）（案）（土工） 

13）その他の３次元計測技術を用いた出来形管理 

 

＜品質管理＞ 

（１）ＩＣＴ土工 

ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた締固め回数管理（トータルステーション、全球測位衛星システム） 

ただし、土質が頻繁に変わりその都度試験施工を行うことが非効率である等、施工規定による

管理そのものがなじまない場合は、適用しなくてもよい。 

 

⑤ ３次元データの納品 

１－２④による３次元施工管理データを、工事完成図書として納品する。 

 

第２条 ＩＣＴ活用工事（土工）の実施方法 

２－１ 対象工事 

ＩＣＴ活用工事（土工）の対象は、下記工種を含む全ての工事とする。 

（１）ＩＣＴ土工 

１）河川土工、海岸土工、砂防土工 

・掘削工（河床等掘削含む） ・盛土工 ・法面整形工 

２）道路土工 

・掘削工 ・路体盛土工 ・路床盛土工 ・法面整形工 

（２）ＩＣＴ土工（1,000m3未満） 

１）河川土工、海岸土工、砂防土工 

・掘削工 ・盛土工 ・法面整形工 

２） 道路土工 

・掘削工 ・路体盛土工 ・路床盛土工 ・法面整形工 

３） その他（１箇所あたりの施工規模が1,000m3未満となる土工に付随する場合のみ） 

・側溝工（暗渠工） ・暗渠工 
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（３）ＩＣＴ小規模土工 

１）河川土工、海岸土工 

・掘削工 

２） 道路土工 

・掘削工 

ただし、従来施工において、土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）を適用しない工事は適

用対象外とする。 

 

２－２ 発注方式 

受注者希望型 

受注者は、対象工事でＩＣＴ活用工事（土工）を行う希望がある場合、契約後、発注者へ協議書、ＩＣ

Ｔ活用工事（土工）実施計画書（別添）等を提出し、協議が整った場合にＩＣＴ活用工事（土工）として

実施することができる。 

 

第３条 工事成績評定における措置 

ＩＣＴ施工を実施した場合、創意工夫における【施工】「□ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した情報化施工を

取り入れた工事」において評価するものとする。（0.8点） 

部分的ＩＣＴ施工を実施した場合、創意工夫における【その他】の理由に「部分的ＩＣＴ施工を取り入れた工

事」と記入し、評価するものとする。（0.4点） 

受注者の責により、「ＩＣＴ活用工事（土工）実施計画書（別添）」に記載の施工プロセスが計画のとおりに

実施されなかった場合、加点及び減点は行わない。 

 

第４条 ＩＣＴ活用工事の導入における留意点 

受注者が円滑にＩＣＴを導入できる環境整備として、以下を実施するものとする。 

４－１ 施工管理、監督・検査の対応 

ＩＣＴ活用工事（土工）を実施するにあたって、別途発出されている施工管理要領、監督検査要領等（別

表２ 準拠する基準等）に則り、監督・検査を実施するものとする。 

監督職員及び検査職員は、受注者に従来手法との二重管理を求めない。ただし、活用効果に関する調査等の

ために別途費用を計上して二重管理を実施する場合を除く。 

 

４－２ ３次元設計データ等の貸与 

（１）ＩＣＴ活用工事の導入初期段階においては、従来基準による２次元の設計データにより発注することに

なるが、この場合、発注者は契約後の施工協議において「３次元起工 測量」及び「３次元設計データ作

成」を受注者に実施させ、これにかかる経費を工事費にて当該工事で変更計上するものとする。 

  （２）発注者は、詳細設計において、ＩＣＴ活用施工に必要な３次元設計データを作成した場合は、受注者に

貸与するほか、ＩＣＴ活用施工を実施するうえで有効と考えられる詳細設計等において作成した成果品と

関連工事の完成図書は、積極的に受注者に貸与するものとする。 

なお、貸与する３次元設計データに３次元測量データ（グラウンドデータ）を含まない場合、発注者は
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契約後の施工協議において「３次元起工測量」及び「貸与する３次元設計データと３次元起工測量データ

の合成」を受注者に実施させ、これにかかる経費は工事費にて当該工事で変更計上するものとする。 

 

４－３ 工事費の積算について 

発注者は、従来施工での設計・積算を行い発注し、契約後の協議において、受注者の希望によりＩＣＴ活

用工事（土工）を実施する場合、「ＩＣＴ活用工事（土工）積算要領（国土交通省）」に基づく積算により

設計変更を行うものとする。また、３次元起工測量及び３次元データ作成の経費については、受注者へ見積

り提出を求め設計変更するものとする。 

※ＩＣＴ活用工事（土工）にかかる経費については別表３、４を参照 

 

第５条 その他 

５－１ 現場見学会・講習会の実施 

受注者は、ＩＣＴ活用工事（土工）の推進を目的として、官民等を対象とした見学会を実施する場合は協

力すること。 

 

５－２ 調査等 

発注者がＩＣＴ活用工事（土工）について、調査を実施する場合は、受注者はこれに協力するものとす

る。この場合において、調査内容、時期等については、その都度、受注者に指示するものとする。 

 

５－３ 証明書の発行 

ＩＣＴ活用工事（土工）を実施した受注者にＩＣＴ活用証明書を発行する。 

 

附則 

策定・平成３１年 ３月１８日  適用・平成３１年 ４月 １日 

改定・令和 元年 ９月 １日  ※水道工事を対象 

改定・令和 ２年 ３月２７日  適用・令和 ２年 ４月 １日 

改定・令和 ３年 ３月 ４日  適用・令和 ２年 ３月 ４日 

改定・令和 ５年１２月２６日  適用・令和 ６年 １月 １日 

改定・令和 ６年１２月２６日  適用・令和 ７年 １月 １日 

 

 

 


